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発行者情報 
 

【表紙】  

【公表書類】 発行者情報 

【公表日】 2022年８月12日 

【発行者の名称】 株式会社Liv-up 

（Liv-up Co.,Ltd.） 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 内藤 雅之 

【本店の所在の場所】 東京都港区三田一丁目４番28号 

【電話番号】 03-5418-5100 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長 中谷 正雄 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの名称】 宝印刷株式会社 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの代表者の役職氏名】 代表取締役社長  堆 誠一郎 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの本店の所在の場所】 東京都豊島区高田三丁目28番８号 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの財務状況が公表 

されるウェブサイトのアドレス】 
https://www.takara-company.co.jp/ir/reference/ 

【電話番号】 03-3971-3392 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 東京証券取引所 TOKYO PRO Market 

なお、振替機関の名称及び住所は以下のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 株式会社Liv-up 

https://www.liv-up.co.jp/ 

株式会社東京証券取引所 

https://www.jpx.co.jp/ 
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【投資者に対する注意事項】 

 
 

１．TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを含んでい

る場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適時開示基準並

びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。また、投資者は、発

行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に、第一部【企業情

報】第３【事業の状況】４【事業等のリスク】において公表された情報を慎重に検討する必要があります。 

 

２．発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」という。）第21条

第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者）をいう。）

は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若しくは誤解を生

じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34において準用する法第22

条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損

害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽で

あり、又は欠けていることを知っていたときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽で

あり又は欠けていることを知らず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを

証明したときは、上記賠償責任を負いません。 

 

３．TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金融商品市

場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおいては、J-Adviser

が重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例

（以下「特例」という。）に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを選任する必要があります。J-

Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれま

す。これらの点について、投資者は、東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る

諸規則に留意する必要があります。 

 

４．東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項若しく

は誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含みますが、これ

らに限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を負

いません。 
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第一部【企業情報】 

第１【本国における法制等の概要】 
該当事項はありません。 

 

第２【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．当社グループは四半期連結財務諸表を作成しておりますので、発行者の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２. 当社グループは当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第19期第３四半期連

結累計期間及び第19期連結会計年度に代えて、第19期第３四半期累計期間及び第19期事業年度について記載し

ております。 

３. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首から

適用しております。なお、適用による当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に与える影響

は軽微であります。 

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 

  

回次 

第19期 

第３四半期 

累計期間 

第20期 

第３四半期 

連結累計期間 

第19期 

会計期間 
自 2020年10月１日 

至 2021年６月30日 

自 2021年10月１日 

至 2022年６月30日 

自 2020年10月１日 

至 2021年９月30日 

売上高 （千円） 1,580,151 1,821,866 2,047,377 

経常損失（△） （千円） △53,303 △104,613 △77,922 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は 

四半期（当期）純損失（△） 
（千円） △64,422 60,166 △55,017 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） － 64,772 － 

純資産額 （千円） 1,370,559 871,636 1,379,964 

総資産額 （千円） 2,524,922 5,316,203 2,529,933 

１株当たり四半期純利益又は 

１株当たり四半期（当期）純損失（△） 
（円） △64.42 79.61 △55.02 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 54.3 12.4 54.5 

回次 

第19期 

第３四半期 

会計期間 

第20期 

第３四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自 2021年４月１日 

至 2021年６月30日 

自 2022年４月１日 

至 2022年６月30日 

１株当たり四半期純損失（△） （円） △52.88 △41.93 
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２【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

 

３【関係会社の状況】 

当社は、2022年３月11日開催の取締役会において、ユニバーサルトラスト株式会社の株式を取得し子会社化すること

を決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。なお、株式取得実行予定日については、当該契約において、

2022年４月１日を第一回（発行済株式総数の51.0％を取得）、2022年10月１日を第二回（発行済株式総数の49.0％を取

得）と定めております。 

 

名称 住所 
資本金 

（万円） 

主要な事業 

の内容 

議決権の所有 

（又は被所有） 

割合％ 

関係 

内容 

（連結子会社） 

 

ユニバーサルトラスト株式会社 

 

東京都 

千代田区 

 

 

2,000 

 

 

不動産コンサルティング 

不動産売買仲介管理サービス 

 

 

51 

 

 

役員の兼任

（３人） 

（注）１．特定子会社ではありません。 

    ２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

     

 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当社グループは、不動産開発販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数の記載は省略してお

ります。 

 なお、会社別の従業員数は次のとおりであります。 

2022年６月30日現在 

会社名 従業員数（人） 

㈱Liv-up 26 

ユニバーサルトラスト㈱ 20   （１） 

合計            46   （１） 

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

 

(2) 発行者の状況 

2022年６月30日現在  

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

26 37.5 1.9 5,062 

（注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 

(3) 労働組合の状況 

当社には労働組合はありませんが、労使関係は良好に推移しております。 
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第３【事業の状況】 
１【業績等の概要】 

（１）業績 

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルスの感染者数が減少傾向にあり、活動制限や

水際対策の緩和、これまで見合わせてきた地域観光事業も６月から再開するなど、サービス消費に持ち直しの動きが

見られます。一方、ロシア・ウクライナ紛争に伴う資源価格の高騰と急激な円安、中国のゼロコロナ政策による影響

など、下振れリスクが多数存在しており国内景気の先行きは不透明な状況であります。 

当社グループが属する不動産業界におきましては、マイナス金利政策により住宅ローン金利は低金利で安定してお

り需要も堅調に推移しておりますが、用地取得の競争激化や、ウッドショックによる世界的な木材不足とロシアのウ

クライナ侵攻による木材価格の高騰・供給不足の影響により建設工事費の更なる高騰が懸念されており、事業環境は

楽観視できない状況であります。 

このような事業環境のもと、当社グループは東京都内の人気のエリア（港区・渋谷区・目黒区・世田谷区・品川区

等）を中心とした不動産用地の取得に注力し、「需要は多いが供給は極めて少ない」希少性の高い居住用不動産及び

収益用不動産の開発販売を行いました。 

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,821,866千円、営業損失は58,737千円、経常損失は104,613

千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は60,166千円となりました。 

また、当社グループは、2022年３月11日開催の取締役会において、ユニバーサルトラスト株式会社の株式を取得し

子会社化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。なお、株式取得実行予定日については、当

該契約において、2022年４月１日を第一回（発行済株式総数の51.0％を取得）、2022年10月１日を第二回（発行済株

式総数の49.0％を取得）と定めており、第一回については予定どおり実行されております。 

本件取得を通じ、当社グループはユニバーサルトラストの設計力を活かしたマンションの開発を積極化させること

で成長を実現するだけでなく、当社グループとの開発用地の仕入営業を相互に協力することによりシナジー効果で案

件組成件数の最大化を目指します。また、質の高い賃貸管理機能を有するユニバーサルトラストを起点に当社グルー

プとしての賃貸管理戸数を拡大させ、安定収益の基盤とすることで当社グループの企業価値の最大化を進めて参りま

す。 

当第３四半期連結会計期間より子会社であるユニバーサルトラスト株式会社を含めた四半期連結財務諸表を作成し

ているため、前年同四半期連結累計期間及び前連結会計年度との比較・分析の記載はしておりません。 

なお、当社グループの事業セグメントは不動産開発販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は

省略しております。以下では、主な事業区分について記載しております。 

 

（居住用不動産事業） 

居住用不動産事業は、戸建住宅の開発・販売及び中古住宅のリノベーションを行っており、当第３四半期連結累計

期間は19件（戸建住宅18件・土地分譲１件）の引渡しを行い、売上高は1,459,648千円となりました。 

 

（収益用不動産事業） 

収益用不動産事業は、アパート等の投資家向けの収益用不動産の開発・販売を行っており、当第３四半期連結累計

期間は２件（収益用アパート１件・建築条件付土地販売１件）の引渡しを行い、売上高は245,728千円となりまし

た。 

 

（その他事業） 

その他事業は、収益用不動産（アパート等）の販売に至るまでの賃貸収入、仲介手数料収入及びコンサルティング

収入等により、当第３四半期連結累計期間の売上高は116,490千円となりました。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当社グループの事業形態におきましては、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりま

せん。 

 

（２）受注実績 

生産実績と同様の理由により、記載しておりません。 

 

（３）販売実績 

当第３四半期連結累計期間の販売実績は、次のとおりであります。 

事業区分 

当第３四半期連結累計期間 

自 2021年10月１日 

至 2022年６月30日 

 居住用不動産事業（千円） 1,459,648 

 収益用不動産事業（千円） 245,728 

 その他事業（千円） 116,490 

合計（千円） 1,821,866 

（注）１．当社グループの事業セグメントは、不動産開発販売事業のみの単一セグメントであるため、事業区分別の販売

実績を記載しております。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合につきましては、当第３四半期連結累計

期間は記載を省略しております。 

 

３【対処すべき課題】 

当第３四半期連結累計期間において重要な変更はありません。 
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４【事業等のリスク】 

当社グループの事業内容その他に関するリスクについて、投資家の皆様の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項

には、次のものが考えられます。また、必ずしもリスク要因には該当しない事項についても、投資家の皆様の投資判断上

重要であると考えられる事項については、投資家の皆様に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。当社グ

ループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努める方針であ

ります。なお、文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社グループが判断したものであり、将来

において発生する可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。 

 

（１） 不動産市況等の影響について 

不動産開発販売事業における各プロジェクトの原価は、仕入価格及び建築費に大きく依存します。地価が高騰し仕入原

価が上昇した場合や資材価格又は労務費の高騰により建築費が上昇し、販売価格への転嫁が困難な場合には、計画した利

益を得ることができない可能性があります。 

また、この局面では、不良在庫の発生を回避するため物件を慎重に見極めて仕入を行うこととなるため、仕入実績が計

画を下回り、想定した経営成績を達成できない可能性があります。 

 

（２） 金利変動の影響について 

当社グループは、事業用地や投資用不動産等の仕入を行うにあたっては、案件ごとに金融機関より借入を行い、資金を

調達しております。このため、金融政策や経済情勢等により金利水準や金融環境等に変動があった場合には、当社グルー

プの経営成績及び財務状況に影響が生じる可能性があります。 

 

（３） 引渡しを基準とした売上計上について 

不動産開発販売事業の各プロジェクトにおいては、販売不動産の引渡しを基準として売上計上を行っております。売上

予算に対する比率が高いプロジェクトの引渡時期に変更があった場合や、各プロジェクトにおいて販売動向の変化又は工

期の遅延等により引渡時期に変更があった場合には、当社グループの経営成績が変動する可能性があります。 

 

（４） 特定エリアに特化した事業展開について 

当社グループは、販売時における優位性を確保するため、基幹事業である居住用不動産事業及び収益用不動産事業につ

いては人気及び希少性が高く資産価値の維持が期待できるエリアを選定して事業展開をしており、主要な事業エリアは、

東京都港区・渋谷区・目黒区・世田谷区・品川区とその隣接区部であります。 

当社グループでは事業ノウハウの収集と蓄積により他社との差別化を進め、事業の優位性確保に努めておりますが、こ

のエリアの不動産流通量は限定的であり、競合他社の参入による競争激化や規制緩和等のビジネス環境の変化によって

は、当社グループの競争力を維持できなくなる可能性があります。 

また、当該エリアにおける不動産流通量の変動並びに住宅需要及び地価の動向等が、当社グループの経営成績及び事業

展開に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（５） 販売期間の長期化について 

当社グループは、販売時における優位性の確保に重点を置いた仕入をし、早期完売による在庫リスクの回避を図ってお

ります。しかしながら、景気動向、不動産市況の悪化や競争激化等の要因で販売が長期化した場合には、販売価格の下落

やたな卸資産の評価損の計上等が発生し、当社グループの経営成績及び財務状況に影響が生じる可能性があります。 

 

（６） 施工業者の確保について 

当社グループは、自社内に施工部署を有しておらず、住宅やアパートの建築工事、投資用不動産の改装工事等について

は社外の施工業者に発注しております。日頃より与信及び技術水準の観点から信頼性の高い施工業者の確保に努めており

ますが、施工業者の経営不振や職人不足等の外的要因、また今後において仕入物件の増加や事業エリアの拡大等により当

社グループの選定基準を満たす施工業者を確保できなかった場合には、当社グループの経営成績及び事業展開に影響が生

じる可能性があります。 

 

（７） 法的規制について 

当社グループの事業は、不動産業界及び建設業界に関する法令による規制を受けております。 

当社では、事業活動を行う前提として宅地建物取引業法に基づく宅地建物取引業者免許及び建築士法に基づく二級建築

士事務所登録を受けておりますが、本発行者情報公表日までの間で、免許・登録の取消事由となる事実は発生しておりま

せん。  
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しかしながら、将来において、規制の強化や新法の制定等により事業活動上制約を受けた場合や、何らかの事情により

免許・登録が取り消され、又は更新が認められなかった場合には、事業計画の見直しを迫られる等によって、当社グルー

プの経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。 

 

当社が受けている許認可の内容は、次のとおりであります。 

取 得 年 月 日 2003年５月９日 2007年２月５日 

許 認 可 等 の 名 称 宅地建物取引業者免許 二級建築士事務所登録 

所 管 官 庁 等 東京都 東京都 

許 認 可 等 の 内 容 東京都知事免許（４）第81909号 東京都知事登録 第13915号 

有 効 期 間 
2018年５月10日～ 

2023年５月９日 

2022年２月５日～ 

2027年２月４日 

法 令 違 反 の 要 件 

及び主な許認可取消事由 

（宅地建物取引業法第65条～第67条） 

宅建業者に対する監督処分 

１．指示処分の主な該当事由 

・業務に関し取引関係者に損害を与

え、又は与えるおそれが大である

とき 

２．業務停止処分の主な該当事由 

・取引態様の明示義務違反 

・誇大広告等の禁止違反 

３．免許取消処分の主な該当事由 

・不正手段による免許取得、業務停

止処分に違反するとして免許を取

り消され、取消しの日から５年を

経過していない者 

（建築士法第26条） 

建築士事務所に対する監督処分 

１．文書注意、戒告又は閉鎖処分の主

な該当事由 

・延べ面積300㎡を超える建築物に

係る書面による契約義務違反 

・再委託の制限違反 

・帳簿の備付け等及び図書の保存義

務違反 

２．登録取消処分の主な該当事由 

・虚偽又は不正の事実に基づく登

録、建築士事務所について登録を

取り消され、取消しの日から５年

を経過していない者 

備 考 ― ― 

 

（８） 契約不適合責任について 

当社グループが住宅及びアパートの開発販売を行うにあたっては、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」により、

新築住宅の構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分について、引渡しから10年間の瑕疵担保責任を負いま

す。一方、中古不動産の販売においては、「宅地建物取引業法」に基づき、引渡しから２年間の契約不適合責任を負いま

す。このため、当社グループ販売物件が品質等に関して契約の内容に適合しないものであった場合には、修補のための費

用負担や当社グループの信用の毀損等が生じ、当社グループの経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。 

なお、2009年10月１日に施行された「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」において、新築住宅を供給

する宅地建物取引業者は瑕疵担保責任の履行のため資力確保のための措置をとることが義務付けられております。これに

基づき、当社グループでは、国土交通大臣が指定する保険法人と保険契約を締結し、法律上の義務を果たしております。 

 

（９） 自然災害の影響について 

当社グループの事業エリアにおいて、大地震や台風等の大規模な自然災害が発生し、工事の中断・遅延、不動産需要の

減退、所有資産の毀損等があった場合には、当社グループの経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。 

 

（10） 人材の確保について 

当社グループの成長は、その事業特質から人的資源に大きく依存するため、豊富な業界経験と実績を有する人材の確保

と優秀な新規学卒者の採用が不可欠であります。しかしながら、人材の確保が計画したとおりに進捗しない場合や既存の

従業員が社外に流出した場合には、当社グループの経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。
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（11） 特定の人物への依存について 

当社グループの創業者であり、代表取締役である内藤雅之は、営業力、知識ノウハウ等を活かして、当社グループの経

営方針及び経営戦略の決定並びに事業推進について重要な役割を果たしております。当社グループは、同人に過度に依存

しない経営体制の整備の必要性を認識しており、取締役会や経営会議等による合議制や取締役及び幹部社員への権限移譲

を進めておりますが、現時点において、同人が何らかの要因により取締役として業務を執行することが困難となった場合

には、当社グループの経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。 

 

（12） 個人情報の管理について 

当社グループは、取引先及び顧客等の個人情報を保有しており、その取扱いについては、個人情報保護に関する法令を

遵守するとともに、「個人情報保護管理規程」を制定・運用することにより細心の注意を払っております。しかしなが

ら、万が一個人情報の外部漏洩等が生じた場合には、当社グループの信用を大きく毀損する結果となり、当社グループの

経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。 

 

（13） 訴訟等について 

当社グループは、関係法令を遵守し近隣に配慮した施工を行うとともに、販売物件に対して厳格な品質管理を課してお

ります。また、顧客への販売後においても、アフターメンテナンス等を通じて積極的なアフターフォローを実施しており

ます。しかしながら、当社グループ販売物件における瑕疵の発生又は建築工事に関するさまざまな苦情・トラブル等に起

因する訴訟その他の手段によって損害賠償その他の請求があった場合には、当社グループの経営成績及び事業展開に影響

が生じる可能性があります。 

 

（14） 配当政策について 

当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つであると認識しており、財務基盤の状況及び企業を取

り巻く事業環境等を総合的に勘案したうえで、必要な内部留保を確保しながら、株主に対して安定的かつ継続的な利益還

元を実施していく方針であります。しかしながら、通期業績、財政状態その他の状況に変化があった場合には、配当政策

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（15） 新型コロナウイルス感染症について 

新型コロナウイルス感染症の世界的な流行は未だ拡大傾向にあり、その収束時期が見通せない状況にあります。このよ

うな社会環境下で景気後退の懸念や消費マインドの低下は続いており、不動産市況の悪化が顕著に現れた場合には、当社

グループの経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。 

当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の流行以降、役員及び従業員のマスク着用、手洗い・うがいの励行、咳

エチケットの徹底、衛生用品の配備及び社内の消毒等の感染対策に努めております。しかしながら、このような対策にも

かかわらず当社グループの役員又は従業員への感染が確認され、オフィスの閉鎖やこれに伴う事業運営の停滞が生じた場

合には、当社グループの経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。 

また、当社グループの施工現場において新型コロナウイルス感染症への感染が見られた場合には、工事の一時停止等に

より竣工時期に遅延が生じることで、当社グループの経営成績及び事業展開に影響が生じる可能性があります。 

 

（16）M＆Aによる事業展開について 

当社グループは、事業領域の拡大や成長の加速を目的としたM＆Aを事業戦略の選択肢の一つとして考えております。M

＆Aの実施にあたっては、対象企業の財務内容や契約関係等について公認会計士及び弁護士等の外部専門家の助言を含め

たデューデリジェンスの実施等により、各種リスクの低減に努めております。 

しかしながら、M＆Aの実施後における経済状況の変化や予期しない事業リスク等の発生により業績が悪化した場合に

は、当社グループの経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（17） 担当Ｊ－Adviserとの契約の解除に関する事項について 

当社は、株式会社東京証券取引所 TOKYO PRO Marketに上場しております。当該市場においては、特定上場有価証券に

関する有価証券上場規程の特例第102条の定めにより、当該市場への上場企業は、東京証券取引所より認定を受けたいず

れかの担当J－Adviserと株式上場の適格性審査及び株式上場後の上場適格性を維持するための指導、助言、審査等の各種

業務を委託する契約（以下、「J－Adviser契約」とします。）を締結する義務があります。本発行者情報公表日時点にお

いて、当社がJ－Adviser契約を締結しているのは宝印刷株式会社（以下、「同社」とします。）であり、同社とのJ－

Adviser契約において当社は下記義務の履行を求められております。当該J－Adviser契約には、下記義務の履行を怠り又

はJ－Adviser契約に違反した場合は、相手方は相当の期間（特段の事情のない限り１か月）を定めて義務の履行又は違反

の是正を書面で催告し、その催告期間内に義務の履行又は違反の是正がなされなかったときはJ－Adviser契約を解除する

ことができる旨の定めがあります。また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手

方に対する１か月以上前の書面による通知により、いつでもJ－Adviser契約を解除することができる旨の定めがありま
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す。当社が同社より上記の催告を受けた場合であって催告期間内に、下記義務の履行又は違反の是正が果たせないとき、

又は同社に代わる担当J－Adviserを確保できないときは、当社普通株式の上場廃止につながる可能性があります。 

 

＜J－Adviser契約上の義務＞ 

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 113条に定める上場適格性要件を継続的に満たすこと 

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例及び特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規

則に従い、投資者への適時適切な会社情報の開示に努めること 

・上場規程特例に定める上場会社及び新規上場申請者の義務を履行すること 

 

＜J－Adviser契約の解除に関する条項＞ 

当社（以下、「甲」とします。）において下記の事象が発生した場合には、宝印刷株式会社（以下、「乙」とします。）

は催告無しでJ－Adviser契約を解除することができるものと定められております。 

 

①債務超過 

甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内（審査対象事業年度の末日の翌日から起算

して１年を経過する日（当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過する日の

後最初に到来する事業年度の末日）までの期間をいう。以下、本号において同じ。また「２年以内」も同様。）に債

務超過の状態でなくならなかったとき。ただし、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続、産業競争力強

化法（以下「産競法」という。）第２条第 16項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施

された場合における産競法第 52条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に

関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を経

過した日から起算して１年以内に債務超過の状態でなくなることを計画している場合（乙が適当と認める場合に限

る。）には、２年以内に債務超過の状態でなくならなかったとき。 

なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、甲が審査対象事業年度に係る決算（上場会社が連結財務

諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度に係る

決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再建計画（本号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態で

なくなるための経営計画を含む。）を公表している場合を対象とし、甲が提出する当該再建計画並びに次のａ及びｂ

に定める書面に基づき行うものとする。 

ａ 次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる場合の区分に従い、当該（ａ）から（ｃ）までに定める書面 

（ａ）法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書面 

（ｂ）産競法第２条第 16項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における

産競法第 52条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）を行う場合 

当該再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面 

（ｃ）私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載した書面 

ｂ 本号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画の前提となった重要な事項等が、公

認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面 

②銀行取引の停止 

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった場合。 

③破産手続、再生手続又は更生手続 

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（甲が、法律に規定

する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生手続を必要と判断した

場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる

場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合に準ずる状態

になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに定める日に本号

前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づかない整理を

行う場合 

甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困難である旨

又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しくは大部分の譲渡又は解

散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行った場合 

甲から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日（事業の大部分の

譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日） 

ｃ 甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済に関する合

意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済の額が直前事業年度

の末日における債務の総額の 100分の 10に相当する額以上である場合に限る。） 

甲から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 
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④前号に該当することとなった場合においても、甲が次のａからｃまでに該当する再建計画の開示を行った場合には、

原則として本契約の解除は行わないものとする。 

ａ 次の（ａ）又は（ｂ）に定める場合に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に定める事項に該当すること。 

（ａ）甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること。 

（ｂ）甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 

当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること。 

ｂ 当該再建計画に次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる事項が記載されていること。 

（ａ）TOKYO PRO Marketに上場する有価証券の全部を消却するものでないこと。 

（ｂ）前ａの（ａ）に規定する見込みがある旨及びその理由又は同（ｂ）に規定する合意がなされていること及びそ

れを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当でないと認

められるものでないこと。 

⑤事業活動の停止 

甲が事業活動を停止した場合（甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合）又はこれに準ずる

状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が事業活動

を停止した場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当

該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の全部又は一部

として次の（ａ）又は（ｂ）に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効力を生ずる日の３

日前（休業日を除外する。）の日 

（ａ）TOKYO PRO Marketの上場株券等 

（ｂ）特例第 132条の規定の適用を受け、速やかに TOKYO PRO Marketに上場される見込みのある株券等 

ｂ 甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会（普通出資者総

会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の決議による承認を要し

ない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む。）についての書面による報

告を受けた日） 

ｃ 甲が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第３号ｂの規定の適用を受ける場合を除

く。）は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日 

⑥不適当な合併等 

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅰの２ 非上場会

社を子会社とする株式交付、ⅱ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲受け、

ⅳ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第

三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと同等の効果を

もたらすと認められる行為）で定める行為（以下本号において「吸収合併等」という。）を行った場合に、甲が実質

的な存続会社でないと乙が認めた場合 

⑦支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により甲の支配株主（甲の親会社又は甲の議決権の過半数を直接若しくは間接に保有する者）が異動した

場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合を含む）に

おいて、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認めるとき 

⑧発行者情報等の提出遅延 

甲が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法令に定める期間内に提

出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合 

⑨虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 

ａ 甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

ｂ 甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書については「不適正意

見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに帰すべからざる事由によるものである場合

を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

⑩法令違反及び上場契約違反等 

甲が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合。 

⑪株式事務代行機関への委託 

甲が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しないこととなることが確実

となった場合 

⑫株式の譲渡制限 

甲が TOKYO PRO Marketに上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

⑬完全子会社化 

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合 

⑭指定振替機関における取扱い 

甲が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 
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⑮株主の権利の不当な制限 

甲が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及びその行使が不当に制

限されていると乙が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると乙が認めた場合をいう。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する買収防衛

策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約権を導入時点の株

主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割り当てるために、導入時点

において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。） 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不発動とす

ることができないものの導入 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨

の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である甲の主要な事業を行っている子会社が拒否権

付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行する場合において、当該種類株式の発

行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認めるときは、甲が重要な事項について種類株主総会

の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして取り扱う。）。 

ｄ TOKYO PRO Marketに上場している株券について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取

締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定。 

ｅ TOKYO PRO Marketに上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について株主

総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的利益を受

ける権利の価額等が TOKYO PRO Marketに上場している株券より低い株式をいう。）の発行に係る決議又は決定。 

ｆ 議決権の比率が 300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係る決議又

は決定。 

⑯全部取得 

甲が TOKYO PRO Marketに上場している株券に係る株式の全部を取得する場合。 

⑰反社会的勢力の関与 

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO PRO Marketの市場に対する株

主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき。 

⑱その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙若しくは東京証券取引所が上場廃止を適当と認めた場合 

 

＜J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

①甲又は乙が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、その相手方は、相当の期間

（特段の事情のない限り１カ月とする。）を定めてその違反の是正又は義務の履行を書面で催告し、その催告期間内

にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本契約を解除することができる。 

②前項の定めに関わらず、甲及び乙は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除することができる。また、甲又

は乙から相手方に対し、１カ月前に書面で通知することにより本契約を解除することができる。 

③本契約を解除する場合、特段の事情のない限り、乙は予め本契約を解除する旨を東京証券取引所に通知する。 

 

このほか、株主総会の特別決議を経て、当社が東京証券取引所へ「上場廃止申請書」を提出した場合にも上場廃止とな

ります。なお、本発行者情報公表日現在において、担当J-Adviser 契約の解除につながる可能性のある要因は発生してお

りません。 
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５【経営上の重要な契約等】 
  （固定資産の取得） 

   当社は、2022 年６月 28 日の取締役会において、固定資産（信託受益権）を取得することを決議し、以下の通り売

買契約の締結及び資金調達をいたしました。 

 

  （１）取得の理由 

     当社は、2003 年４月の設立時より「需要は多いが供給が少ない希少性の高い不動産商品を開発し、社会の期

待に応える」という経営理念に基づき東京都港区・渋谷区・目黒区・世田谷区を中心に、高品質で安価な戸建住

宅や収益不動産の開発販売をしてきました。一方、親会社である株式会社グリットパートナーズ（以下「グリッ

ト」）と連携し、賃貸マンション・オフィス・商業・物流・病院等の不動産事業者向けの収益不動産の売買にも

積極的に取り組んでおります。その活動の一環であり、当該信託受益権の取得及び資金調達をいたしました。 

 

  （２）取得資産の内容 

（１） 所在地 東京都北区 

（２） 資産の概要 信託受益権（土地 1,591.28㎡、建物 4,534.02㎡） 

（３） 取得価額 相手方の意向により、開示は差し控えさせていただきます。 

   （注）取得価額は適時開示基準である当社の直近会計年度（2021 年９月期）末日における純資産（1,379 百万円）

の 30%に相当する額以上であります。 
 

  （３）相手先の概要 

     相手先は国内の一般事業法人１社ですが、相手方の意向により、開示は差し控えさせていただきます。 

     なお、当社と相手先との間には、資本関係、人的関係及び取引関係はなく、当社の関連当事者には該当いたし

ません。 

 

  （４）取得の日程 

（１） 取締役会決議日 2022年６月 28日 

（２） 契 約 締 結 日 2022年６月 30日 

（３） 物 件 引 渡 日 2022年６月 30日 

 
  （５）資金の借入について 

    対象資産の取得資金に充当するため、株式会社三井住友銀行と以下の融資契約を締結する予定です。 

    Ａ、当座特殊借越契約 

    （１）借入総額   1,300百万円 

    （２）借入条件   短期プライムレート 

    （３）借入実行日  2022年６月 30日 

    （４）返済期日   2022年８月 31日 

    （５）担保の状況  無担保 

    Ｂ、金銭消費貸借契約（予定） 

    （１）借入総額   1,300百万円 

    （２）借入条件   変動金利 

    （３）借入実行日  2022年９月１日 

    （４）借入期間   25年間（予定） 

    （５）担保の状況  連結子会社が保有する固定資産 

    （注）担保の状況の詳細は「第一部【企業情報】第５【経理の状況】【注記事項】（重要な後発事象）（重要

な資産の担保提供）」をご参照ください。 

 

  （６）匿名組合出資の受入れについて 

①概要 

対象不動産の取得資金に充当するため、三井住友銀行からの借入に加え、ハヤテインベストメント株式会社

より匿名組合出資金 150百万円を受入れいたします。また、当社も匿名組合契約における営業者出資として 150

百万円の出資を行い、自己資金を取得資金の一部に充当します。 

この投資スキームを通して、匿名組合を通じて信託受益権を取得いたします。信託受益権から生じた金銭は、

本貸付に対する元利金の返済に充当された後、残額を出資割合に応じて匿名組合出資者に分配致します。 

 

    ②匿名組合出資の出資者の概要 

（１） 名称 ハヤテインベストメント株式会社 

（２） 所在地 東京都中央区日本橋兜町６-５ 兜町第６平和ビル２階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 杉原 行洋 

（４） 事業内容 成長企業支援事業、ディープ・テック事業 

（５） 資本金 1.45億円（準備金を含む） 

（６） 設立年月日 2005年８月 

（７） 出資割合 
ハヤテインベストメント株式会社と当社が１：１の割合で出資いたしま

す。 
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（８） 大株主及び持株比率 相手方の意向により、非開示とさせていただきます。 

（９） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当社の主要株主が過半数を出資する法人であるため、

関連当事者に該当します。 

 

  （固定資産の譲渡） 

   当社は、2022 年６月 28 日の取締役会において、当社連結子会社であるユニバーサルトラスト株式会社が所有して

いる固定資産の譲渡を決議し、６月 29日に譲渡契約を締結いたしました。 

   詳細は「第一部【企業情報】第６【経理の状況】【注記事項】（重要な後発事象）（固定資産の譲渡）」をご参

照ください。 

 

  （不動産の取得及び資金調達） 

   当社は、2022 年６月 30 日の取締役会において、販売用不動産の取得及び対象不動産の取得に伴う資金調達を決議

し、同日不動産の譲渡契約を締結いたしました。 

   詳細は「第一部【企業情報】第６【経理の状況】【注記事項】（重要な後発事象）（不動産の取得及び資金調

達）」をご参照ください。 

 

  （株式会社フットワークの子会社化について） 

   当社は、2022 年６月 30 日の取締役会において、株式会社フットワークの株式の取得について決議し、同日付で株

式譲渡契約を締結いたしました。 

   詳細は「第一部【企業情報】第６【経理の状況】【注記事項】（重要な後発事象）（取得による企業結合）」を

ご参照ください。 

 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

（１）財政状態の状況 

  当第３四半期連結会計期間より子会社であるユニバーサルトラスト株式会社を含めた四半期連結財務諸表を作成し

ているため、前年同四半期連結累計期間及び前連結会計年度との比較・分析の記載はしておりません。 

 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は5,316,203千円となりました。その主な内訳は、以下のとおりでありま

す。 

   

（流動資産） 

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は1,776,943千円となりました。この主な内訳は仕掛販売用不動産

1,134,290千円、現金及び預金436,277千円等であります。 

 

（固定資産） 

当第３四半期連結会計期間末の固定資産は3,539,260千円となりました。この主な内訳は土地1,863,227千円、建物

及び構築物1,350,138千円、のれん162,903千円等であります。 

 

（流動負債） 

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は3,331,640千円となりました。この主な内訳は短期借入金2,180,780千

円、1年内返済予定の長期借入金900,647千円等であります。 

 

（固定負債） 

当第３四半期連結会計期間末の固定負債は1,112,926千円となりました。この主な内訳は長期借入金751,011千円、

匿名組合預り金150,000千円、繰延税金負債193,401千円等であります。 

 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末の純資産は871,636千円となりました。この主な内訳は利益剰余金651,586千円、非支

配株主持分210,050千円等であります。 

 

（２）経営成績の分析 

「第一部【企業情報】第３【事業の状況】１【業績等の概要】（１）業績」に記載のとおりであります。 

 

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 
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第４【設備の状況】 
１【主要な設備の状況】 

（１）発行者 

2022年６月30日現在 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

帳簿価額（単位：千円） 

建物及び 

構築物 

機械装置 

及び 

運搬具 

リース 

資産 
のれん 

ソフト 

ウエア 
合計 

㈱Liv-up 

本社 

（東京都 

港区） 

本社機能 1,456 1,786 904 162,903 1,455 168,507 

合計 1,456 1,786 904 162,903 1,455 168,507 

（注）１.現在休止中の主要な設備はありません。 

２.本社はすべて賃借物件であり、当第３四半期連結累計期間における賃借料（共益費含む）は、34,090千円であ

ります。 

３.当社グループの事業セグメントは不動産開発販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省

略しております。 

 

（２）国内子会社 

2022年６月30日現在 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

帳簿価額（単位：千円） 

建物及び 

構築物 

機械装置 

及び 

運搬具 

土地 
建設 

仮勘定 

ソフト 

ウエア 
合計 

ユニバーサル 

トラスト㈱ 

本社 

（東京都 

千代田区） 

本社機能 14,329 6,449 - 55 418 21,251 

SOU桜新町他 

（東京都 

世田谷区他） 

収益用 

不動産 
690,501 - 1,037,621 - - 1,728,122 

合計 704,831 6,449 1,037,621 55 418 1,749,374 

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．本社はすべて賃借物件であり、当第３四半期連結累計期間における賃借料（共益費含む）は、4,054千円であ

ります。 

３．当社グループの事業セグメントは不動産開発販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省

略しております。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

重要な設備の新設等はありません。 

 

（２）重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等はありません。 
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第５【発行者の状況】 
１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

記名・無記名の

別、額面・無額

面の別及び種類 

発行可能 

株式総数 

（株） 

未発行 

株式数 

（株） 

当第３四半期 

連結会計期間末 

現在発行数

（株） 

(2022年６月30日) 

公表日現在 

発行数 

（株） 

 

(2022年８月12日) 

上場金融商品取

引所名又は登録

認可金融商品取

引業協会名 

内容 

普通株式 4,000,000 3,000,000 1,000,000 1,000,000 

東京証券取引所 

（TOKYO PRO 

Market） 

単元 

株式数 

100株 

計 4,000,000 3,000,000 1,000,000 1,000,000 ― ― 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

（３）【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総数

増減数（株） 

発行済株式総

数残高（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増

減額（千円） 

資本準備金残

高（千円） 

2022年６月30日 － 1,000,000 － 10,000 － － 

 

（６）【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（７）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

2022年６月30日現在   

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  633,600 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  366,000 3,660 － 

単元未満株式 400 － － 

発行済株式総数 1,000,000 － － 

総株主の議決権 － 3,660 － 
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②【自己株式等】 

2022年６月30日現在   

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

（株） 

他人名義 

所有株式数 

（株） 

所有株式数 

の合計 

（株） 

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社Ｌｉｖ－ｕｐ 

東京都港区三田一丁目

４番28号 
633,600 － 633,600 63.36 

計 － 633,600 － 633,600 63.36 

  

 

２【役員の状況】 

前事業年度の発行者情報の提出日後、当四半期連結累計期間において、役員の異動はありません。 

  



－ 19 － 

 

第６【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社グループの四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

なお、当社グループは当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載して

おりません。 

 

２．監査証明について 

当社グループは、第３四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間

（2021年10月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期

レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 

（１）【四半期連結貸借対照表】     
 （単位：千円） 

 
当第３四半期連結会計期間 

（2022年６月 30日） 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 436,277 

営業未収入金 36,460 

貯蔵品 35 

仕掛販売用不動産 1,134,290 

その他 169,880 

流動資産合計 1,776,943 

固定資産  

有形固定資産  

 建物及び構築物 1,350,138 

 土地 1,863,227 

 その他 9,195 

 有形固定資産合計 3,222,561 

無形固定資産  

のれん 162,903 

その他 1,873 

無形固定資産合計 164,777 

投資その他の資産  

 出資金 40,190 

 敷金 60,211 

 繰延税金資産 39,178 

 その他 12,342 

 投資その他の資産合計 151,921 

固定資産合計 3,539,260 

資産合計 5,316,203 

負債の部  

流動負債  

営業未払金 65,532 

短期借入金 2,180,780 

１年内返済予定の長期借入金 900,647 

前受金 47,247 

営業預り金 62,069 

預り金 21,523 

未払法人税等 945 

賞与引当金 5,625 

その他 47,269 

流動負債合計 3,331,640 

固定負債  

長期借入金 751,011 

匿名組合預り金 150,000 

繰延税金負債 193,401 

その他 18,514 

固定負債合計 1,112,926 

負債合計 4,444,566 

純資産の部  

株主資本  

資本金 10,000 

利益剰余金 651,586 

株主資本合計 661,586 

非支配株主持分 210,050 

純資産合計 871,636 

負債純資産合計 5,316,203 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 （単位：千円） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2021年 10月１日） 
（至 2022年６月 30日） 

売上高 1,821,866 

売上原価 1,302,506 

売上総利益 519,360 

販売費及び一般管理費 578,097 

営業損失（△） △58,737 

営業外収益  

受取利息 7 

その他 739 

営業外収益合計 746 

営業外費用  

支払利息 30,988 

支払手数料 5,934 

その他 9,699 

営業外費用合計 46,622 

経常損失（△） △104,613 

特別利益  

固定資産売却益 82 

負ののれん発生益 132,229 

特別利益合計 132,311 

匿名組合損益分配前税金等調整前四半期純利益 27,698 

匿名組合損益分配額 39,574 

税金等調整前四半期純利益 67,273 

法人税、住民税及び事業税 946 

法人税等調整額 1,555 

法人税等合計 2,501 

四半期純利益 64,772 

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,606 

親会社株主に帰属する四半期純利益 60,166 

 

 

 

【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 （単位：千円） 

 
当第３四半期連結累計期間 
（自 2021年 10月１日） 
（至 2022年６月 30日） 

四半期純利益 64,772 

四半期包括利益 64,772 

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 60,166 

非支配株主に係る四半期包括利益 4,606 
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【注記事項】 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更） 

（連結範囲の重要な変更） 

当第３四半期連結会計期間において、ユニバーサルトラスト株式会社の株式を取得し子会社化したことにより、当第３

四半期連結会計期間から同社を連結の範囲に含めております。 

 

（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日 以下「収益認識会計基準」という）等を第１

四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換

に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、第

１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期間の期首の利

益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に与える影響は軽微であります。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日 以下「時価算定会計基準」という）等を第

１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 

2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来に

渡って適用することとしております。なお、時価算定会計基準等の適用による当第３四半期連結累計期間及び当第３四半

期連結会計期間に与える影響はありません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間における四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

なお、当第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれんの償

却額は次のとおりであります。 

 

当第３四半期連結累計期間 

自 2021年10月１日 

至 2022年６月30日 

減価償却費 5,798千円 

のれん償却費 8,573千円 

 

（株主資本等関係） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

当社グループの事業セグメントは不動産開発販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略し

ております。 
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（企業結合等関係） 

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称  ユニバーサルトラスト株式会社 

事業の内容     不動産コンサルティング（不動産開発等） 

不動産売買仲介サービス 

不動産管理サービス 

相続コンサルティング 等 

（２）企業結合を行った主な理由 

当社は、2003 年４月の設立時より「需要は多いが供給が少ない希少性の高い不動産商品を開発し、社会の期

待に応える」という経営理念に基づき東京都港区・渋谷区・目黒区・世田谷区等高い資産性を確保できる地域

を中心に、高品質で安価な戸建住宅や収益不動産の開発販売をしております。当社の事業の特長は、「その土

地や建物の価値を最大限に高める」ことを方針としており、土地の立地や形状、規制等をさまざまな角度から

検討し、「顧客にとって最も価値の高い用途は何か」を検討して事業化するところです。 

一方、ユニバーサルトラストは「ベストプレイスを創る」という経営理念に基づき、東京都目黒区・世田谷

区・杉並区等の都心エリアを中心に、「洗練されたデザイン」「機能性/利便性」のバランスを追求したデザ

イナーズマンションの設計、開発、賃貸管理、不動産投資・相続に関するコンサルティングを行っております。

ユニバーサルトラストの事業の特長は、一級建築士を擁し、設計と賃貸管理それぞれの部門を社内に構えるこ

とで、「土地選定から運用までのワンストップソリューション」を提供し、都内賃貸マンション開発の経験値

を蓄えながら迅速かつ質の高いサービスを提供するところです。 

本件取得を通じ、当社はユニバーサルトラストの設計力を活かしたマンションの開発を積極化させることで

成長を実現するだけでなく、当社との開発用地の仕入営業を相互に協力することによりシナジー効果で案件組

成件数の最大化を目指します。また、質の高い賃貸管理機能を有するユニバーサルトラストを起点に当社グ

ループとしての賃貸管理戸数を拡大させ、安定収益の基盤とすることで当社グループの企業価値の最大化を進

めて参ります。 

（３）企業結合日 

2022年４月１日 

（４）企業結合の法的形式 

株式取得 

（５）結合後企業の名称 

変更はありません。 

  （６）取得した議決権比率 

      2022 年４月１日に当社が発行済株式総数の 51.0%を取得しており、2022 年 10 月１日に残り 49.0％を取得し

合計 100.0%を保有する予定です 

  （７）取得企業を決定するに至った主な根拠 

      当社が現金を対価として、株式を取得することによるものです。 

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

2022年４月１日から 2022年６月 30日まで 

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

    取得価額は、相手方の意向により、開示は差し控えさせていただきますが、公平性・妥当性を確保するため、外

部機関が実施した財務・税務・法務・労務デューデリジェンスの結果を勘案し、決定しております。 

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額 

デューデリジェンス費用、アドバイザリーに対する報酬・手数料等 74,172千円 

 

５．発生した負ののれんの発生益の金額及び発生原因 

（１）発生した負ののれん発生益の金額 

132,229千円 

（２）発生原因 

被取得企業の企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として計

上しております。 
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（収益認識関係） 

当社グループの事業セグメントは不動産開発販売事業の単一セグメントでありますが、主要なサービスの収益を分解

した情報は以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 

当第３四半期連結累計期間 

自 2021年10月１日 

至 2022年６月30日 

居住用不動産事業 1,459,648 

収益用不動産事業 245,728 

その他事業 94,068 

顧客との契約から生じる収益 1,799,445 

その他の収益 22,421 

外部顧客への売上高 1,821,866 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

当第３四半期連結累計期間 

自 2021年10月１日 

至 2022年６月30日 

１株当たり四半期純利益（円） 79.61 

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 60,166 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円） 
60,166 

普通株式の期中平均株式数（株） 755,723 

 （注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２.「会計方針の変更」に記載のとおり「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31

日）等を第１四半期会計期間の期首から適用しております。なお、適用による当第３四半期連結累計期間に

与える影響は軽微であります。 
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（重要な後発事象） 

  （重要な資産の担保提供） 

   当社は、2022 年６月 28 日の取締役会で決議された固定資産（信託受益権）の取得に関係する株式会社三井住友銀

行と締結する予定の「金銭貸借消費契約」において、当社連結子会社であるユニバーサルトラスト株式会社が所有し

ている下記の資産について、根抵当権の設定を予定しております。 

   （１）重要な資産の担保提供理由 

    株式会社三井住友銀行と「金銭貸借消費契約」を締結するにあたり、取引先金融機関からの要請により担保提供

するものであります。 

   （２）担保提供物件（2022年３月末の帳簿価格） 

    土地        197,841千円 

    建物及び構築物   249,820千円 

   （３）担保提供開始日（予定） 

    2022年９月１日から 

 

  （固定資産の譲渡） 

   当社は、2022 年６月 28 日の取締役会の決議により、当社連結子会社であるユニバーサルトラスト株式会社が所有

している下記の固定資産について、財務健全性と直近の市場価格を勘案して譲渡いたしました。 

   １．譲渡資産の内容 

１ 

（１） 所在地 東京都杉並区 

（２） 資産の概要 土地 130.00㎡、建物 457.61㎡ 

（３） 譲渡価額 金額は、相手方の意向により開示を差し控えさせていただきま

すが、譲渡価額は帳簿価額と僅差であり、譲渡益は軽微であり

ます。 

（４） 帳簿価額 

（５） 譲渡益 

２ 

（１） 所在地 東京都世田谷区 

（２） 資産の概要 土地 231.43㎡、建物 546.61㎡ 

（３） 譲渡価額 金額は、相手方の意向により開示を差し控えさせていただきま

すが、譲渡価額は帳簿価額と僅差であり、譲渡益は軽微であり

ます。 

（４） 帳簿価額 

（５） 譲渡益 

 

   ２．相手先の概要 

（１） 名称 ハヤテマネジメント株式会社 

（２） 所在地 東京都中央区日本橋兜町６-５ 兜町第６平和ビルⅡ階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 中尾 隆彦 

（４） 事業内容 経営コンサルティング事業、投資事業 

（５） 資本金 1,000万円 

（６） 設立年月日 2019年 10月 

（７） 大株主及び持株比率 相手方の意向により、非開示とさせていただきます。 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 

当社の主要株主が過半数を出資する法人

であるため、関連当事者に該当します。 

 
   ３．譲渡の日程 

（１） 取締役会決議日 2022年６月 28日 

（２） 契 約 締 結 日 2022年６月 29日 

（３） 物 件 引 渡 日 2022年８月５日 

 
   ４．損益に与える影響 

     本件不動産の譲渡が当社の業績に与える影響につきましては、軽微であります。 
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  （不動産の取得及び資金調達） 

   当社は、2022 年６月 30 日の取締役会の決議により、下記の販売用不動産の取得及び対象不動産の取得に伴う資金

調達を行いました。 

   １．取得の理由 

    当社は、2003 年４月の設立時より「需要は多いが供給が少ない希少性の高い不動産商品を開発し、社会の期待

に応える」という経営理念に基づき東京都港区・渋谷区・目黒区・世田谷区を中心に、高品質で安価な戸建住宅

や収益不動産の開発販売をしてきました。一方、当社は総合不動産グループとして住宅不動産市場における存在

感を発揮することを目指し、直近では不動産事業者向けの収益不動産の売買にも積極的に取り組んでおります。

その活動の一環として対象不動産を取得することとし、更なる企業価値の拡大を目指して参ります。 

 

   ２．取得資産の内容 

所在地 種類 地積/延床面積 

東京都町田市 土地及び建物 土地 541.52㎡、建物 1,507.49㎡ 

    （注）取得価額は、相手先との守秘義務により、開示は差し控えさせていただきますが、取得価額は適時開示基

準である当社の直近事業年度（2021年９月期）の末日における純資産額（1,379百万円）の 30％に相当する

額以上であります。 
 

   ３．相手先の概要 

     相手先は国内の一般事業法人１社ですが、相手先との守秘義務により、開示は差し控えさせていただきます。 

なお、相手先は当社との資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者として特記すべき項目はありません。 

 

   ４．取得の日程 

（１） 取締役会決議日 2022年６月 30日 

（２） 契 約 締 結 日 2022年６月 30日 

（３） 物 件 引 渡 期 日 2022年７月８日 

 
   ５．資金の借入について 

     対象不動産の取得資金に充当するため、金融機関からの借入を行いました。借入金額は取得価額に準ずるため

非開示とさせていただきますが、当社の直近事業年度（2021 年９月期）の末日における純資産（1,379 百万円）

の 30％に相当する額以上であります。 

 

   ６．今後の見通し 

    販売時期は 2022 年８月末から９月末を予定しておりますが、2022 年９月期連結業績に与える影響につきまして

は、軽微であります。 

 

  （取得による企業結合） 

   当社は、2022 年６月 30 日の取締役会において、株式会社フットワークの株式の取得について決議し、同日付で株

式譲渡契約を締結いたしました。 

 

  （１）企業結合の概要 

    ①被取得企業の名称及びその事業の内容 

     被取得企業の名称  株式会社フットワーク 

     事業の内容     不動産の売買、仲介、賃貸及び管理 

    ②企業結合を行う主な理由 

     当社は、2003 年４月の設立時より「需要は多いが供給が少ない希少性の高い不動産商品を開発し、社会の期

待に応える」という経営理念に基づき東京都港区・渋谷区・目黒区・世田谷区等高い資産性を確保できる地域を

中心に、高品質で安価な戸建住宅や収益不動産の開発販売をしております。当社の事業の特長は、「その土地や

建物の価値を最大限に高める」ことを方針としており、土地の立地や形状、規制等をさまざまな角度から検討し、

「顧客にとって最も価値の高い用途は何か」を検討して事業化するところです。 

     一方、株式会社フットワークは「ハートワーク、ヘッドワーク、フットワーク」をモットーとし、東京都町田

市、神奈川県相模原市、横浜市等を中心に不動産売買仲介、賃貸管理事業を展開しており、富裕層顧客等に対す

る幅広いサービス提供、豊富な賃貸管理物件（管理物件数： 200棟・1,200戸以上）を強みとしています。本件

取得により当社グループとしての賃貸管理戸数を更に拡大させ、安定収益の基盤を強化するとともに、株式会社

フットワークからの売買案件紹介や当社グループからの売買仲介委託等の相互協力によるシナジー効果を発揮さ

せ更なる成長を目指してまいります。 

     以上の理由から、さらなる事業拡大に寄与するものと判断し、株式取得を行うこととしました。 

    ③企業結合日 

     2022年７月８日（株式取得日） 

     2022年９月 30日（みなし取得日） 

    ④企業結合の法的形式 

     株式取得 

    ⑤結合後企業の名称 

     変更はありません。 
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    ⑥取得する議決権比率 

     100％ 

    ⑦取得企業を決定するに至った根拠 

     当社が現金を対価として株式取得することによるものです。 

 

  （２）被取得企業の取得原価及び対価 

     取得価額は、相手先との守秘義務により、非開示としております。 

 

  （３）主要な取得関連費用の内容及び金額 

     デューデリジェンス費用、アドバイザリーに対する報酬・手数料等 27,700千円 

 

  （４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

     現時点では確定しておりません。 

 

  （５）今後の見通し 

     本件取得により、株式会社フットワークは 2022 年９月期第４四半期から当社の連結子会社となる予定です。

連結業績への影響は現時点では軽微であると見込んでおります。 

 

  （連結子会社間の会社分割（吸収分割）） 

   当社は、2022年 8月 9日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社フットワーク（以下「フット

ワーク」）のうち、売買仲介事業及び賃貸事業を、吸収分割準備会社として当社が設立した株式会社 Footwork（以

下「Footwork」）へ会社分割（吸収分割）により承継させること（以下、「本件吸収分割」）を決議いたしました。 

 

   １．本件吸収分割の目的 

    フットワークにおける不動産売買仲介事業及び賃貸事業は、当社グループと密接に関連している事業に位置付け

られます。本件吸収分割により、経営体制を効率化させ、売買案件の相互紹介等によるシナジー効果の実現及び

当社グループの賃貸管理事業全体の収益性向上をよりスピーディーに実現して参ります。 

 

 

   ２．本件吸収分割の要旨 

   （１）日程 

取締役会決議   2022年８月９日（当社） 

吸収分割契約日   2022年８月９日（フットワーク、Footwork） 

臨時株主総会（予定）  2022年８月 26日（フットワーク、Footwork） 

吸収分割効力発生日（予定）  2022年９月 26日 

 

   （２）本件吸収分割の方式 

フットワークを分割会社とし、Footworkを承継会社とする吸収分割です。 

 

   （３）本件吸収分割に係る割当ての内容 

本件吸収分割は、完全子会社間において行われるため、株式の割当て、その他対価の交付は行いません。 

 

   （４）本件吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当する事項はありません。 

 

   （５）本件吸収分割により増減する資本金 

フットワーク及び Footworkの資本金の増減はありません。 

 

   （６）承継会社が承継する権利義務 

 効力発生日におけるフットワークの売買仲介事業、賃貸事業に関する資産、負債、契約上の地位その他こ

れに付随する権利義務を吸収分割契約書に定める範囲において承継します。 

 

   （７）債務履行の見込み 

 本件吸収分割後において、承継会社が負担すべき債務については、履行の見込みに問題がないものと判断

しております。 
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   ３．本件吸収分割の当事会社の概要 

 吸収分割会社 吸収分割承継会社 

名称 株式会社フットワーク 株式会社 Footwork 

本社所在地 東京都町田市森野一丁目 12番３号 東京都町田市森野一丁目 12番３号 

代表者の役職・氏名 代表取締役 大野 博義 代表取締役 玉川 暁郎 

事業内容 

不動産の売買、仲介、賃貸及び管理 

建売住宅の販売 

建築工事の請負、設計及び施工 

損害保険代理業 

生命保険の募集に関する業務 

ファイナンシャルプランニング業 

生命保険及び損害保険の加入者に対す

る情報提供サービス業 

上記各号に附帯する一切の業務 

不動産の売買、仲介、賃貸及び管理 

建売住宅の販売 

建築工事の請負、設計及び施工 

上記各号に附帯する一切の業務 

資本金 1,000万円 50万円 

設立年月日 1987年２月 14日 2022年７月 15日 

発行済株式数 200株 10,000株 

決算期 ９月 30日 ９月 30日 

大株主及び持株比率 当社 100% 当社 100% 

直前事業年度の財政状況及び経営成績 

直近の事業年度 2021年 9月期 直近の事業年度はありません 

純資産 195百万円 - 

総資産 268百万円 - 

1株当たり純資産 978,487円 - 

売上高 176百万円 - 

営業損失（△） △69百万円 - 

経常損失（△） △64百万円 - 

当期純損失（△） △64百万円 - 

1株当たり当期損失（△） △322,087円 - 

 

   ４．本件吸収分割後の状況 

     本件吸収分割の当事会社の名称、代表者の役職・氏名、資本金及び決算期に変更はありません。 

 

   ５．分割する事業の概要 

     売買仲介事業及び賃貸事業 

 

   ６．今後の見通し 

     本件吸収分割は、当社連結子会社間の会社分割であるため、連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

 

 

２【その他】 

該当事項はありません。 
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第７【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 
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第二部【特別情報】 

第１【外部専門家の同意】 
該当事項はありません。 



独立監査人の四半期レビュー報告書 

2022 年８月 12 日 

株式会社 Liv-up 

取締役会 御中 

太陽有限責任監査法人 

 東京事務所 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士  大 兼 宏 章   印 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士  石 川 資 樹   印 

監査人の結論 

当監査法人は、「経理の状況」に掲げられている株式会社 Liv-up の 2021 年 10 月１日から 2022 年９月 30 日までの連

結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022 年４月１日から 2022 年６月 30 日まで）及び第３四半期連結累計期間

（2021 年 10 月１日から 2022 年６月 30 日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社 Liv-up 及び連結子会社の 2022 年６月 30 日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。 

 

監査人の結論の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。 

 

強調事項 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は 2022 年６月 28 日開催の取締役会において決議された固定資産

の取得に関係する株式会社三井住友銀行と締結する予定の「金銭貸借消費契約」において、連結子会社であるユニバー

サルトラスト株式会社が所有している資産について、根抵当権の設定を予定している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は 2022 年６月 28 日開催の取締役会において連結子会社であるユ

ニバーサルトラスト株式会社が所有している固定資産を譲渡することを決議し、2022 年８月５日付けで譲渡した。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は 2022 年６月 30 日開催の取締役会の決議により販売用不動産の

取得及び対象不動産の取得に伴う資金調達を行うことを決定し、2022 年７月８日付けで取得した。 

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は 2022 年６月 30 日開催の取締役会において、株式会社フットワ

ークの株式の取得について決議し、2022 年７月８日付けで株式を取得した。 

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は 2022 年８月９日開催の取締役会において、株式会社フットワ

ークのうち、売買仲介事業及び賃貸事業を、株式会社 Footwork へ会社分割により承継させることを決議した。 

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 



四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。 

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 

ない。 

以 上 

（注）上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（発行者情

報提出会社）が別途保管しております。 
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